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序　　　　　文

ヴィエトナム社会主義共和国政府は1986年より「ドイモイ（刷新）」路線を打ち出し、市場経済原

理の導入やこれに伴うさまざまな経済的、社会的変化を遂げてきました。

このような状況下で保健・医療分野においては、医療サービスの質の向上および医療サービス

のネットワークの拡大が重要課題とされ、その具体的な施策の一環として各地域の基幹病院の機

能強化を図るための院内新組織の設置が保健省のイニシアティブのもとに進められています。

同国にとって大きな課題のひとつである地域間格差の解消の観点からもこれらの動きに対しわ

が方技術協力による支援が求められており、北部地域の基幹病院であるバックマイ病院における

５年間のプロジェクト方式技術協力の要請が提出されました。

これを受け、国際協力事業団は、1999年３月に事前調査団を派遣し本プロジェクト実施の可能

性を確認するとともに、1999年５月 23日から７月22日までの期間中、計６名の短期調査員を派遣

し、各分野の具体的な活動内容の検討を行いました。

これらの調査結果を踏まえ、1999年 10月 14日から 10月 27日まで国立国際医療センター国際医

療協力局長田中喜代史氏を団長として実施協議調査団を派遣し、2000年１月から５年間の予定で

本プロジェクトを開始することについて合意に至り、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名交換を行いまし

た。

本報告書は、短期調査および実施協議調査の結果をそれぞれ取りまとめたものです。

ここにこれらの調査にあたりまして、ご協力を賜りました関係各位に対しまして、深甚なる謝

意を表しますとともに、今後ともご指導、ご支援を賜りますようお願いいたします。

平成 12年１月

国際協力事業団

理事　阿　部　英　樹
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１．短期調査員派遣

１－１　調査の背景・目的

ヴィエトナム社会主義共和国（以下、ヴィエトナム）では、保健医療新５カ年計画（1996～ 2000

年）が進行中であるが、そのなかで保健医療の質および保健医療ネットワークの改善が最重要課題

としてあげられており、これに基づき地方への裨益効果を前提とした基幹病院の整備が重視され

ている。

バックマイ病院は 1911 年に設立されて以来、ヴィエトナム北部の医療に多大の貢献をしてき

た。しかし、施設・機材の老朽化や不足、職員のトレーニング不足、管理能力の不備など多くの

問題を抱えており、本来の機能を満足に果たせない状態にある。

かかる状況下、同国は 1996年、日本政府に対しバックマイ病院の施設機材改善に関する無償資

金協力を要請してきた。これを受け、事前調査（1996年９月）、基本設計調査（1997年２～３月）が

実施され、「バックマイ病院改善計画」による施設および機材の整備が現在進行中である。参考ま

でにその概要を以下に示す。

工　　期 1998年９月２日から 2000年６月 30日まで

建物用途 病院（病床：480床／手術室：６室／分娩室：３室）

敷地面積 18,019.00m2

建築面積  6,090.69m2

階数・棟数 ①病　棟：地上　６階／塔奥　１階

②技術棟：地上　４階

③機械棟：地上　１階

ヴィエトナム政府は同病院の機能を強化することにより北部諸省の住民がよりよい医療サービ

スの恩恵を得ることをめざして整備計画を進めているが、そのためには技術協力がぜひとも必要

と考え、日本に対し協力を要請してきた（1998年 12月）。上記要請を受け事前調査が実施され（1999

年３月）、さらにより詳細な情報を収集し、具体的実施計画を作成することを主な目的として短期

調査が実施されることになった（調査期間：1999年５月 23日～７月 22日）。

１－２　調査の概要

事前調査において病院管理分野、看護分野および地域医療指導分野は本プロジェクトにおいて

重点的に指導すべき分野であることが確認され、本短期調査では調査の補足とともに具体的技術

協力内容について協議した。臨床医学分野および検査室管理分野については事前調査段階では協

力対象部署について合意には至らなかったため、本調査において対象部署を明確にする作業から

開始し、実態を把握するとともに具体的協力内容について協議したのち、協力案を作成した。
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バックマイ病院はヴィエトナム北部における基幹病院であり、住民の保健衛生に多大の貢献を

している。本病院とハノイ医科大学、近郊および遠隔地域との連携は強く、本プロジェクトによ

り適切な機能強化が実現されることにより、大きな裨益効果が得られることが期待されている。

そのため、バックマイ病院において特に重要な役割を担っている部署ならびに地域医療指導部

（ＤＯＨＡ、1998年新設）に密接に関連した業務を実施している部署を主なターゲットとすること

を対象部署選定に関する重要な選定基準とした。

当該病院は保健省による改善計画完了時（2001年）にはベッド数 1,320床（ＩＣＵ、透析を除く）

を有するヴィエトナム最大規模の総合病院となる。現在内科系を中心とした総合病院であるが、

改善計画において外科部門の強化も企図されている。しかし、外科部門の強化に関する計画は現

在ある外科の機能向上と心臓外科開設（構想段階である）に止まっており、当院が内科系主体の総

合病院であることについては当面大きな変化はないと思われる。

臨床医学分野における技術協力対象は内科系診療部署が主である。内科の機能を向上させるに

は診断能力の向上が不可欠であり、そのためには検査部門の強化は必須である。総合病院として

の機能強化も重視されており、そのためには外科系の機能強化も必要である（消化器外科中心に協

力を実施する）。管理部門では基本的技術の指導、病院業務企画への参画、看護管理・検査室管理

の改善のほか、コンピュータを使用した病院管理の導入や、必須事務機器や教育研修用機材の整

備に協力することも不可欠であることが認識され、協力案を作成した。

本プロジェクトは現在進行中の無償資金協力と連携して実施することが求められている。それ

によりバックマイ病院の機能が最も効果的に改善され、より多くの国民がよりよい医療の恩恵を

受けることが可能となることが期待されている。ヴィエトナム保健省も本プロジェクトの円滑進

行のために最大限協力する意向を示している。保健省、地域病院、バックマイ病院各対象部署、日

本国内における協力機関との連携を重視しながら、本プロジェクト成功のために最大限努力して

いきたい。

１－３　調査期間

1999年５月 23日～７月 22日

調査日程：各専門分野における報告書参照

１－４　調査員

小原　博　（総括・臨床医学） ５月 23日～７月 22日

国立国際医療センター国際医療協力局

小西洋子　（看護管理） ５月 23日～６月５日

国立国際医療センター看護部
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藤井春男　（検査室管理） ６月６日～６月 19日

国立国際医療センター中央検査部

小出大介　（病院管理） ６月６日～６月 19日

東京大学医学部医療情報部

與座　卓　（機材管理） ６月 20日～７月３日

（株）エムイー企画

永井　蘭 （通訳） ５月 23日～６月 19日

（財）日本国際協力センター

１－５　主要面談者

保健省

国際協力局長 Dr.Trinh Bang Hop

保健省治療局長 Dr.Tran Thi Thu Thuy

在ヴィエトナム日本国大使館

一等書記官 井田　充則

バックマイ病院

病院長 Prof.Tran Quy

副院長 Dr.Nguyen Chi Phi

副院長 Dr.Tran Thi Thinh

副院長 Eng.Bui Thanh Chi

総合企画部長 Dr.Nguyen Quoc Tuan

人事部長 Dr.Tran Thuy Hanh

庶務部長 Eng.Do Trong Tai

機材管理部長 Eng.Bui Xuan Vinh

財務部長 Eng.Nguyen Ngoc Hien

地域医療指導部長 Dr.Nguyen Thi Nga

看護部長 Mrs.Ngo Thi Ngoan

看護学校副校長 Dr.Nguyen Thi Ngoc Tuong

消化器内科部長 Prof.Nguyen Khanh Trach

外科部長 Prof.Vuong Hung

ＩＣＵ部長 Prof.Vu Van Dinh
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外来救急室長 Dr.Vu Ngoc Lien

循環器疾患研究所長 Prof.Pham Gia Khai

神経内科部長 Prof.Le Duc Hinh

腎臓内科部長 Prof.Tran Van Chat

呼吸器内科部長 Dr.Bui Huy Phu

熱帯病研究所長 Prof.Le Dang Ha

小児科部長 Dr.Nguyen Tien Dung

外来部長 Dr.Bui Ngoc Thu

生化学名誉教授 Prof.Luong Tan Thanh

院内感染対策部長 Dr.Nguyen Viet Hung

フランス大使館

Medical Coordinator Dr.Benoi Blanc

ハイバーチュン病院

病院長 Dr.Nguyen Ba Kinh

ＪＩＣＡ情報技術プロジェクト

チーフアドバイザー 御手洗章弘

国立衛生疫学研究所

所長 Prof.Hoang Thuy Long

（株）日本設計プロジェクトオフィス

所長 平林　俊夫
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２．各分野における調査結果概要

２－１　プロジェクトの基本方針

（1）事前調査時（1999年３月）に実施されたプロジェクトサイクルマネージメント（ＰＣＭ）ワー

クショップおよび協議において確認された本プロジェクトの目標・上位目標は以下のとおり

である。

上　位　目　標：ヴィエトナム北部の医療サービスが改善する。

プロジェクト目標：バックマイ病院において医療サービスの質が向上する。

（2）短期調査では本プロジェクトがめざす重点事項を確認することから開始した。

本プロジェクトはバックマイ病院の機能を向上させることにより、ヴィエトナム北部によ

りよい医療サービスの恩恵を与えることをめざしている。そのためには三次医療機関として

の基盤を整備することが最も重要と考えられた。研修機能改善や地域医療に貢献することに

も重点を置くべきであるが、まずバックマイ病院の基盤が整うことが必要との認識に立った。

本プロジェクトがめざす重点事項（優先順位順に示す）

①三次医療機関としての基盤整備

②研修機能改善（実際は①と切り離して考えにくい）

③地域医療に貢献（バックマイ病院における基盤を強化する必要がある）

（3）対象分野については当初、病院管理、看護管理、地域医療指導部（ＤＯＨＡ）、臨床医学、検

査室管理分野のほとんどすべての部署に対する協力の要請があったが、事前調査時ＰＣＭ

ワークショップにおける問題分析・目的分析を通して、臨床医学分野、検査室管理を除いて

対象部署に関する概略が形成されていた。

短期調査では対象部署を明確にする作業に入り、各部署の実状と協力の可能性について専

門的立場より調査を実施し、調査結果につきバックマイ病院側と協議を行った。対象部署を

決定する際には、「上記プロジェクト目標・上位目標」や下記重点事項を達成するのに最も効

果的な部署を選定する観点から協議を行い、双方合意のうえ決定した。

臨床医学分野に対する対象部署（事前調査において対象部署を明確にするまでには至らな

かった）を明確にするための協議も実施し、合意後、対象各部署に対する調査を実施した。こ

の段階で問題分析、目的分析も行い、のちに全体会議時に協議して臨床分野におけるプロ

ジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ）案を作成した。
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（4）事前調査時のＰＤＭ（未完成であった）および今回作成された臨床分野におけるＰＤＭをも

とにプロジェクト全体のＰＤＭ案を作成し、若干修正したのち最終案としてバックマイ病院

プロジェクトＰＤＭを作成した。

本プロジェクトにおける技術協力対象部署

（＊印は特に重点を置く部署を示す。技術協力プロジェクトの期間は 2000年１月から５

年間）

病院管理分野：

＊総合企画、＊病院情報システム（現在総合企画部に属するが、将来中央医療情報部が

設置される予定）、＊機材、財務、薬剤、人事、院内感染対策

臨床医学分野：

＊消化器内科、＊救急／ＩＣＵ、＊小児科

外科（消化器）、腎臓内科、呼吸器内科、感染症科・熱帯病科、循環器内科、神経内科、

内分泌・糖尿病科

看護分野：

＊看護管理・業務、看護学校（研修）

検査室管理分野

＊検査室管理、

検査技術（優先度１　生化学；優先度２　微生物、血液、病理、放射線検査）

地域医療分野

＊地域医療指導（地域医療活動に関連した部署）

２－２　病院管理

（1）実状調査の結果、確認された主な問題点

1） データ管理能力が劣る。

2） データが有効に活用されていない。

3） 研修計画作成技量が低い。

4） 統計処理能力が低い（現状ではプロジェクト成果を評価し得る指標は限られている）。

5） カルテ等記録法が標準化されていない。

6） コンピュータ、コピー機等基本的事務機器が著しく不足している。

（手書き作業が多く、ときどき間違いや紛失がある）

7） 図書室における書籍類がきわめて少なく、最新情報にも乏しい。

8） 財務管理能力が低い。
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9） 薬剤管理・分配システムが未熟。

10） 院内感染対策が未熟。

11） 各部署間の有機的連携が欠けている。

12） 事務部門上層部には臨床兼任の医師が多く存在し、本業がおろそかになっている。

（2）協議結果の概略

1） Hospital Information System（ＨＩＳ）

①病院機能を向上させ、効率よい運営を行うためにはＨＩＳが必要である。チョーライ病

院プロジェクトではシステム導入により、よい成果が得られている。

②ＨＩＳ設置の前段階として、記録システムの整備は不可欠である。

特に病歴記録、管理システムが劣っているため、この分野の指導を要する。

③以下のＨＩＳ導入計画案が小出専門調査員より提示された。これは病院機能向上を第一

に考えた際に必要と思われる計画案を記載したものであり、費用全部を日本が負担する

ことを意味するものではない（※双方が分担して計画実施を進める）。

ＨＩＳ導入のステップ

１年目

①外来患者基本情報システム（General→各科へ）

②病歴統計システム

２年目

③総合企画部、ＤＯＨＡのコンピュータ化とネットワーク化

④事務部・検査部・薬剤部・（看護部）のコンピュータ化とネットワーク化

３年目

⑤医薬品在庫管理システム

⑥血液・生化学（デジタル値）検査依頼・報告システム

４年目

⑦医療物品在庫管理システム

⑧財務会計システム

５年目

⑨入院患者基本情報システムとネットワーク化

※ＨＩＳ導入に関する日本・ヴィエトナムの分担

・日本側はＨＩＳ計画に関し一部を協力する（外来、中央検査部等）。
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・工事、ソフトの準備はヴィエトナム側が全面的に行う。

・スタッフの訓練は原則としてヴィエトナム側が行うが、日本側も適宜協力

する。

（現在、一部スタッフの訓練を実施中であり、今後さらに対象者を拡大する

予定）

・ＨＩＳシステム運用に関する指導は、原則として日本側が行う。

2） 病院企画に参画し、組織、人事管理、財務管理などを適切にする。

3） 院内感染対策については対策委員会への支援、マニュアル作成、清潔操作の指導を主とする。

4） 薬剤部に関しては、在庫管理、薬剤搬送システム、臨床薬学業務の改善が必要。

5） 図書および教育・研修上必須機材の整備を行う。

6） 統計・情報が一元化されておらず（病院内－総合企画部、地域－ＤＯＨＡ）効率が悪いの

で改善を要する。

7） 1999年度機材供与は病院管理能率向上をめざした機材や研修用機材を中心に実施する。

２－３　臨床医学

（1）協力対象部署

調査団側が無償資金協力で建築される建物に収容される部署＊を中心に協力を進める案を

出したところ、バックマイ病院側は以下の考えを示した。

1） 病院機能、社会的貢献度、ヴィエトナムにおける疾病構造、地域医療に果たす役割を重

視して決めたい。

2） 全体的な底上げが望ましい。そのためには一部の科については浅い指導にとどまっても

よい。

3） 無償資金協力による病院建物には産婦人科などすでにヴィエトナム側で十分な技術力が

ある部門も設置されているので、無償資金協力による病院建物に収容される科にこだわらない

ほうがよい。

4） 現在各科の有機的な再編成を考えている。

＊無償資金協力による病院建物に収容される部署

技術棟：管理部門の一部、中央検査部、放射線検査部、生理検査部、ＩＣＵ、手術

部、中央材料部、研修関連部門

病　棟：内科（呼吸器、内分泌、腎泌尿器、消化器）、外科、小児科、産婦人科、混

合病棟
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協議の結果、以下に示した部署を対象分野とすることで合意した（特に救急／ＩＣＵ、消化

器内科、小児科を重点的に技術協力を実施する－ Grade１）。これらの部署の現状、問題点、

協力の可能性等につき詳細な調査を実施し、協力案を作成した。

Grade１

消化器内科＊、ＩＣＵ／救急＊、小児科＊

Grade２

外科（消化器）＊、腎臓内科＊、呼吸器内科＊

Grade３

感染症・熱帯病科、循環器内科、神経内科、内分泌・糖尿病科＊

無償資金協力により建設される建物に収容される科のうち、産婦人科のみ対象から除外さ

れている。理由は以下のとおりである。

1） 無償資金協力で分娩施設、手術器具、病棟器具などが数多く供与される予定であり、こ

れだけでもレベルアップが期待できる。これらの機材の使用法に関しては特に指導を要

しない。

2） バックマイ病院の機能から考えて、一応の技術水準を有している。

3） 市内に他のトップレファラル病院（国立産科病院）が存在し、より高度な手術はそこで

実施するシステムになっている。

（2）臨床各部署に対する主な協力内容

1） 診療技術の移転（各部署における協力計画案参照）

2） 基本的診断・治療手技の強化

3） 症例検討会および定期カンファレンスの強化

4） 卒後研修カリキュラムの整備

5） マニュアル（または教科書）の作成

6） 研修コース実施への支援

7） 地域医療への貢献（ＤＯＨＡと協力）

8） セミナーの開催

9） 臨床研究の支援

10） 組織・管理体制に関する助言
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14） 医療機器、看護用品の不足が多く、業務に支障を来している。

15） 病院全体における看護部の権限が弱い。

これらを改善すべく技術協力を実施することを考慮している。なお、バックマイ病院看護部長

は明確なビジョンと高い管理能力を有しており、技術協力により大きな成果が期待できる分野で

あることが実感された。

上記問題点は看護分野だけでは解決できないものも多く含んでおり、解決をめざすには病院全

体の協力が必要である。

無償資金協力による新病棟開設に伴い、混合病棟の管理および業務に関する指導を実施する必

要がある。専門家による指導のほか、カウンターパート研修、チョーライ病院の実例視察などに

より指導を実施する予定である。新病棟における医療機器等の配置および新病棟開設後の跡地有

効利用についても考えるべきである。

看護学校に対する協力は研修に関する内容に止める。具体的には研修プログラムの改善、研修

用機材の供与などが考えられる。

バックマイ病院側は看護分野における質的改善の必要性を強く認識しており、この分野の技術

協力に対し高い優先度を付けている。綿密な計画と相互理解のもとに協力を実施することが特に

望まれる。

２－５　検査室管理

調査の結果、以下の問題点が指摘された。

1） 組織および人事管理体制が複雑である。

2） 組織が分散型である（中央化、一元化されていない）。

3） 各室において精度管理が行われていない。

4） 台帳など書類の書式・管理が不適切。

5） 検査分野全体を統括管理する者がいない。

6） マニュアルがほとんど存在しない。

7） 消耗品の一括管理がなされていない。

8） 検査の標準化（基準値設定、測定法の一元化など）が遅れている。

9） 報告書、依頼書の書式が不適切。

10） 技術者の研修制度が確立していない。
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以上の問題点を改善すべく技術協力を実施する。

－技術協力の基本方針

1） 臨床検査部門の大部分は無償資金協力で建設される建物に収容されるため、新建物への

移転を契機に組織、管理における問題点の解決に努める。

2） まず、検査室管理の指導から開始する。

3） 分野別の協力では生化学検査に重点を置いて指導を実施する。

4） 検査に対する現場の意識および検査に対するクオリティーについては、今後研修・技術

指導等を通じて改善を図る余地がある。

5） 院内における研修システムの整備および地域医療機関との連携も重要である。

6） バックマイ病院は内科系を主とした病院であり、病院業務からみて検査が占める重要度

が高い。病院機能向上をめざすには検査部門の質的向上が不可欠。

〈技術協力案〉

1） 検査室管理

組織改善（中央化、機材の共用を原則とするよう指導する）

精度管理技術の移転（内部精度管理、外部精度管理、ブラインド調査）

標準化

運営・人事管理の適正化

検査依頼、記録、報告システムの改善

検査技術および機器操作に関するマニュアル作成

機材、試薬類管理法の改善

2） 検査技術

生化学に重点を置く。

微生物学、血液学、病理については一部含めることを考慮する。

3） 放射線検査については基本的技術の指導に関して協力を考える。

無償資金協力で供与予定のアンジオグラフィーについての技術協力については画像診断

技術中心に行うが、必要に応じて検査手法の指導も考慮する。

２－６　地域医療

（1）地域医療指導部（ＤＯＨＡ）発足から現在に至るまでの経緯

1998 年８月、保健省の指導のもとに総合企画部の一部が分離して新たに地域医療指導部

（Direction Office of Health Care Activity at Provincial and Lower Levels,

ＤＯＨＡ）が設立された。バックマイ病院機能向上によって得られる医療サービスの恩恵を最
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大限地域住民に裨益させることを目的としている。

発足当初、室長（Dr.Nguyen Thi Nga）以下３名の医師から構成されていたが、現在専任医

師５名、各科との協力関係にある医師（Collaborating Dr.）17名（バックマイ病院の医師、教

授ら）を有している。2000年までに医師７名、事務員１名、Collaborating Dr.を 30～ 35名

に増やす予定である。

当初困難が多かったが、次第に軌道に乗りつつある。

（2）現在実施中の主な業務、問題点等

1） 省レベルの医療事情と省病院の調査（実態、バックマイ病院に対する要望等）

1998年 15省、1999年５月まで３省について調査を実施、さらに 15省の調査を予定。

問題点：車両の不足、スタッフの経験・技量不足（特に統計、分析能力）、機材・資金不

足、情報量は多いが、処理の仕方や活用方法が適切でない。

省病院からの支援要請は多い（医療技術、管理技術、機材保守管理等の指導）。

各省の医療情報は毎月ＦＡＸでＤＯＨＡ宛に届けられる。

2） 研修会の開催

バックマイ病院内全部署と協調して実施している（感染症・熱帯病科、消化器内科、循環

器内科、小児科との協調が多い）。

ＤＯＨＡが全研修を総括している（実際は調整的な業務が多い）。

日本への期待：講義、プログラム開発、教材、ＤＯＨＡ研修活動のレビュー

3） 指導員派遣

講義、研修を実施（他の部署との協調下に実施）

各部署が主体で実施している派遣についてもＤＯＨＡによる内容チェックと総括管理が

実施されている。

－帰院後報告会が実施されている。

－最終的には Board of Directorsが管理・評価

4） 情報提供、Referral Caseに関する回答

ＤＯＨＡの管理下で実施されている。

各部署の Collaborating Dr.がＤＯＨＡと密に連絡を取り合って業務を実施している。

最新情報を提供したいと願っているが、困難なのが実状。

日本への期待：ＦＡＸ機供与、スタッフの情報管理技術指導

5） モデル地区の設定

各省１モデル地区（ＰＨＣが主）をつくることを目標に調査を進めている。

今後、モデル地区において地域医療指導システム構築に関する研究も実施する。
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6） 特記事項

① ６月３日、バックマイ病院長、ＤＯＨＡ部長らと、ハノイ市郊外の Dong Anh病院（郡

病院）を視察し、バックマイ病院への患者転送や職員研修の実態等について調べた。

直接バックマイ病院へ転送する患者は年間 50人程度、ほとんどの医師はバックマイ病

院で研修を受けたことがあり、機材保守管理についても指導を受けている。当院におい

ても一次医療レベルのスタッフ研修を実施している。

② 1999年 10月にこれまでの業務概要に関する総括報告書が提出される予定。

③ ＤＯＨＡ業務に関連を有する部署に対し、適宜技術協力に含める（主に研修関連）。

④ ＤＯＨＡ業務に関連が特に強い部署は以下のとおりである。

感染症・熱帯病、消化器内科、救急医学、リハビリテーション医学、循環器内科、小

児科

⑤ 1998年度における研修に関する資料および 2000年度における研修計画を添付した（附

属資料⑥⑦）。

（3）技術協力案

1） ＤＯＨＡスタッフに対し、基本的技術を指導する。

2） ＤＯＨＡ活動に必要な設備を整備する。

3） バックマイ病院にて研修会を実施する。

4） 地域医療施設にて指導を実施する。

5） 対象地域の医療情報収集を適正化する。

6） Referral Caseの受け入れ、回答を適正化する。

7） 関連部署との連絡協調体制を築く。

8） 研修カリキュラムを作成する。

9） 地域医療セミナーを開催する。

10） 地域に対し医療情報を供給する。

ＤＯＨＡにおける業務は地域医療施設スタッフに対する指導（研修、情報提供等）が主であ

る。そのため外部との円滑なコミュニケーションが特に強く望まれる。将来的には車の所有

やインターネット接続などが望まれる（保健省、ＷＨＯ、地方との連携強化のため）。

２－７　機材管理

（1）供与機材案作成

1） 1999 年度予算による供与機材および協力期間中（５年間）における供与機材案を作成し
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た。1999年度供与機材は、外来に設置するコンピュータ関連機材、必須事務機器、研修用

機材、技術協力チームが使用する機器が主である。

2） 協力期間中の機材計画案はこれまでの協議結果、協力内容、機材計画策定のための基本

原則等を考慮しながら策定した。同案内容については技術協力プロジェクト開始後に活動

内容、病院状況に応じて検討を継続していく必要がある。

（2）バックマイ病院における機材メンテナンス状況

1） バックマイ病院に対する日本の機材供与はハノイ市医療機材整備計画（1993～ 94年）の

際に実施されたものが大部分であるが、これらは比較的良好にメンテナンスされて有効に

使用されていた。

2） 現地にはメーカー代理店が多数存在しており、機材保守管理、スペアパーツ、消耗品の

供給についても何ら問題なく、また病院側もこれらメーカー代理店に対してこれまで支障

なく報酬が支払われていることが確認されている。

（3）提言

1） バックマイ病院メンテナンス部門は病院内の医療機器のみならず、他の医療施設（地方病

院等）についても技術者を派遣して保守管理を実施しており、今後、これら技術者の質をさ

らに高めることにより、ヴィエトナム北部の医療にいっそうの貢献が期待できる。

2） 機材の配置状況、稼働状況、コンディション等のデータや情報の整理法についても改善

を要する。

3） 今後は全医療機器をいかに維持管理していくかが大きな課題であると考えられるため、

技術協力プロジェクトにおいて機材管理について以下の指導を行っていくことが望ましい。

・医療機材関連情報収集体制の構築

・収集情報項目の整理

・既存機材の配置、稼動状況についてのデータ収集

・管理用ラベルの作成および機器への貼り付け

・収集情報の整理およびＰＣへのインプット

・関連部門（管理部門、機材管理部門、各担当部門等）へのフィードバック体制確立

・新規調達機材関連情報の収集（無償資金協力、病院単独調達機材等）

・収集情報の維持管理
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２－８　その他

２－８－１　最近新設された部署に関する情報

（1）心臓外科準備室

心臓外科の前段階として設置された。外科・循環器内科共同で運用。

非常勤医師２名が中心になっている。

弁疾患や冠疾患（coronary bypass）の治療を開始している。

（2）院内感染対策部

庶務部より独立した形で新設された。

院内感染対策指導、機器の滅菌消毒、環境衛生などを業務としている。

日本に対し業務指導を求めている。

２－８－２　フランス大使館員との面談

フランス政府はバックマイ病院設立以来、研修生受け入れを主とした援助を実施してきた。

この援助は現在に至るまで継続されており、バックマイ病院プロジェクト開始後も引き続き行

われると思われる。プロジェクト開始にあたり、フランスとの協調も念頭に置く必要があるた

め、フランス大使館員と面談することになった（ＪＩＣＡ事務所の指示による）。

出　席　者：Dr.Benoit Blanc（在ヴィエトナム・フランス大使館 Medical Coordinator）

小原　博（ＪＩＣＡ専門調査員）

場　　所：バックマイ病院専門家室

日　　時：1999年７月４日　午後３時～４時

主な内容：

① フランスによるバックマイ病院に対する最近の援助

・フランスは研修生の受け入れを主とした援助を実施している。受け入れにあたって

フランス語を主とした難しい試験を課している。医学技術を移転するほか、フラン

ス語を勉強させることも大きな目的である。

・1990年以降現在に至るまで、合計 102名の研修生を受け入れている：１年以上の研

修を受けた者 25名、1998年度の研修生は７名。

・機材供与は小規模：平均して年２万ドル程度、検査機器中心。

・バックマイ病院内少数の部署と主に大学レベルで共同研究を実施している。

・ときどきフランスの大学生が勉強目的にバックマイ病院へ行っているが、最近技術
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指導を目的とした医師ら医療スタッフの派遣は行っていない。

② バックマイ病院に対する日本のプロジェクトの説明とフランス側の意見聴取

無償資金協力および技術協力プロジェクトの概略については、すでに情報を得てい

た。「フランスはバックマイ病院プロジェクトを歓迎する。ぜひ成功させてほしい。病

院機能を向上させることはヴィエトナム国民の幸福のために重要である。」とのコメン

トあり。

③ フランスとの協調について

・無償資金協力供与機材、フランスにおける研修の成果、技術協力プロジェクトを有

効に活用し、最大限の効果をあげるようにしたい。

・そのためには今後も継続的にチームリーダーと Dr.Blancが話し合いする機会を設け

たい。

・技術協力プロジェクト開始後、研修生がフランスで学んだ内容（あるいはこれから

学ぶ内容）をチームリーダーに教えるから参考にしてほしい。

＊バックマイ病院の資料によると、1998年に同病院を訪れたフランスのミッション

数は 26（日本は 31）。目的は大部分が単なる見学であった。



- 20 -

３．バックマイ病院の概要

フランスにより建設され、1911年に開設した。国家独立後（1945年）、首都ハノイに位置する保

健省直轄の国立病院としてヴィエトナム随一の規模を誇り、北部における医療の中核として機能

しつづけている。ヴィエトナム戦争時、アメリカ軍の爆撃を受け、26名の死者と多数の負傷者を

出した事実は世界中に報道された（病院前面に設置されている慰霊碑は戦争の悲惨さを象徴してい

る）。

当院はヴィエトナム北部におけるトップレファラル病院として一般国民の保健医療サービスに

多大の貢献をしているほか、ハノイ医科大学の主たる教育病院として、医療従事者の教育研修に

も大きな役割を果たしている（同大学の卒業生はヴィエトナム各地で保健医療に貢献している。ハ

ノイ市内における主要病院の幹部も同大学出身者が大多数を占めている）。ヴィエトナム北部一帯

の諸省が Catchment Areaに該当し、これらの省より、患者の受け入れ、省病院に対する技術指導

等を実施している。

しかし、同病院は、建物・機材の老朽化、機材の量的不足、医療従事者における研修機会の不

足等により本来の使命を満足に果たし得ない状況下にある（旧ソ連の援助が途絶えた 1980年代後

半よりいっそう深刻化した）。1995年、ヴィエトナム政府はバックマイ病院機能強化をめざした改

善計画を策定した。目下、本計画に沿って改善計画を実行中である（日本の無償資金協力は改善計

画に沿って一部を補助する形で実施されている）。

〈現況〉

組　　織：病院長 Prof.Tran Quy

副院長 Dr.Nguyen Chi Phi（診療業務、教育、研修担当）

Dr.Tran Thi Thinh（人事、財務担当）

Mr.Bui Thanh Chi（施設、機材担当）

病院長・副院長４名で Board of Directorsを構成

Board of Directorsの諮問機関として病院管理委員会、科学・研究・研修委員会、

薬剤・治療委員会、報酬・訓練委員会が設置されている。（近日中に院内感染防止

委員会が設置される）

詳細は組織図（附属資料②）参照

ベッド数：980（1999年）、改善計画終了後 1,320（ＩＣＵ、透析を除く）

職　員　数：1,559（1998年）

　　　　　医師 491、看護婦 405、助産婦 23、薬剤師 32、検査技師 106、など

診　療　科：消化器内科、リューマチ科、腎臓内科、内分泌・糖尿病科、呼吸器内科、神経内
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科、循環器内科＊、血液内科・輸血学＊、アレルギー免疫科、感染症・熱帯病科

＊、外科、産婦人科、小児科、耳鼻咽喉科、眼科、放射線科、精神科＊、老人科

＊、皮膚病・ハンセン病科＊、核医学科、ＩＣＵ・ＰＣＣ、血液透析室、伝統医

学科、リハビリテーション科

（注）＊印は Institute、その他は Department

Instituteは規模が大きい Departmentと見なすことができ、両者に機能上

本質的な相違はない。Instituteが研究を主目的としているわけではない。

その他の主要病院施設：

外来診療部、外来救急室、外来検査室（これらは外来棟にある）

画像診断室、病理部、細菌検査部、薬剤部、中央材料部

管理部門：総合企画部、地域医療指導部（ＤＯＨＡ）、人事管理部、財務部、看護部、医療機

材部、庶務部、院内感染対策部

付属看護学校：看護婦養成機関である（2.5年制、１学年 40名）

年間外来患者数：175,656（1998年）

年間入院患者数：22,989（1998年）

年間研修受入数：2,334（1997年）、2,404（1998年）、1,740（1999年１～６月）

平均病床占有率：94.4％（1998年）

外来における検査実施数：111,307（1999年１～６月）

うち保険による受診者；11,782

レファラル圏：広義　51省（5,000万人）（要請書による）

狭義　31省

主要疾患：循環器疾患 1,927

感染症 1,116

呼吸器疾患 665

神経疾患 503

尿路疾患 492

糖尿病 286

白血病 232

肝臓疾患 207

肝癌 120

（1999年１～６月における入院患者数）

主　機　能：①診療、②教育、③研修、④研究、⑤他医療施設に対する指導、⑥国際医療協力
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４．ヴィエトナムの保健医療事情

４－１　概要

ヴィエトナムの経済は、40年間続いた戦争とその後の西側諸国の禁輸政策により疲弊した状態

にあったうえ、旧ソ連の援助が途絶えたことにより大きな試練に直面していた。このような状況

下で、1986年には市場経済導入を基本とした新開放政策（ドイモイ、刷新）を採択し、さらに 1991

年の党大会では西暦2000年までにＧＮＰを２倍にする方針を打ち出し、社会の安定と経済の発展

をめざしている。

ヴィエトナム政府は苦しい財政の制約が続くなかで医療に関して多大の努力を払ってきた。そ

のことは、平均寿命（66歳）、乳児死亡率（3.9％）、予防接種実施率（95.4％）、国家予算に占める

保健医療費の割合（5.8％）など、保健医療水準に関する指標がラオス、カンボディアなど周辺諸国

に比してかなり良好であることからもうかがえる。中央レベルから村レベルに至るまで、ヘルス

ネットワークが比較的良好に構築されていることや安く設定された医療費、戦傷者・貧困者・少

数民族などに対する寛大な政策も医療に対する関心の深さを示している。

多くの医療施設では設備、建物の老朽化は深刻な問題である。最近まで最大の援助国であった

旧ソ連の援助が途絶えたことも相俟って、この問題は 1990 年代初頭にはきわめて深刻な状態と

なった。特に郡病院やヘルスセンターにおいて本来目的とする医療を実施できない状況下になり、

ヘルスネットワーク空洞化状態に陥った（住民の保健衛生、各種保健衛生プログラム遂行に大きな

支障が生じた）。

政府は保健医療政策基本戦略および新保健医療政策基本戦略を立案し、これらの問題の改善に

努力している。現在、危機を脱して本来目的とするヘルスネットワークシステムが正常に作動し

始めた状態にあると見なすことができる。基幹病院の整備を含めたヘルスネットワークの整備は

保健衛生分野における最重点項目である。

４－２　主要疾患

ヴィエトナムにおける主要疾患に関する統計を見ると、感染症、周産期障害など途上国型の疾

患が従来より重要な位置を占めているが、近年、悪性腫瘍、高血圧、脳卒中などの非感染性疾患

や交通事故が急増している。これらの疾患は医療の面で新たな問題となりつつあるが、対応が遅

れているのが実状である。保健省も問題の重要性を認識し、新５カ年計画（1996～ 2000年）ではこ

れらの疾患に関する対応が組み入れられている。

（1）感染症

マラリア、ウイルス性肝炎、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、結核、ハンセン病、下痢性疾患、急性呼
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吸器感染症、デング熱（デング出血熱）、日本脳炎、コレラ、狂犬病、ポリオなどが保健衛生

上とりわけ重要である。なかでもマラリアは最重要視されている疾患である（最近対策が奏効

し減少傾向にある）。ウイルス性肝炎など血液由来疾患も高罹患率を呈し、対策が重要視され

ている（バックマイ病院血液輸血研究所が主となり、国家レベルで対策プログラムを実施して

いる）。1993年以降、ＨＩＶ感染者が急増しており、監視体制の強化、啓蒙活動などを中心に

対策が実践されている。

ＥＰＩに基づくワクチン接種には多大の努力が払われており、高い接種率を示している（95％

以上）。主要なワクチンは自国生産することを目標とし、製造技術の導入、機材の整備、検定

体制の整備等に努力している。

（2）人口・家族計画

過去 10年間における人口増加は、1,200万人に達している。人口増加は経済状態と母子保

健にいっそう悪影響を及ぼす結果となっている。政府は人口抑制を重視し、ＵＮＦＰＡの協

力のもとに家族計画を進め、二人っ子政策、出産時の年齢制限、避妊法の普及などに努力を

払っているが、期待したほどの成果は現れていないのが実状である。

（3）その他の主要疾患

ヨード不足に基づく甲状腺腫やタンパク質・ビタミンＡ欠乏など栄養障害罹患児は減少し

たとはいえ、依然高率に存在している（1993年は５歳以下小児の45％、1997年 37％）。保健省

は 2000年までに栄養障害児を 30％に、甲状腺腫を５％以下にする目標を立て（1993年には山

間部住民の 27～ 67％が甲状腺腫に罹患していた）、プログラムを実施中である。

４－３　保健衛生政策

ヴィエトナム政府は医療の実態・問題点を把握分析し、健康対策を立案した（保健医療政策基本

戦略　1991～ 1995年）。現在、上記基本戦略を受け継ぎ、新保健医療政策基本戦略（1996～ 2000

年、14の基本プログラムと 12の重点プログラムからなる）を実施中である。しかし、ヴィエトナ

ムの保健衛生予算だけでは賄えきれず、プログラム実施のためには外国の援助が不可欠なのが実

状である。特に医療施設の質の向上、母子保健・家族計画、マラリア対策、ワクチンの製造と供

給に対する援助を高い優先順位として掲げている。

４－４　医療システム

保健省を頂点としてヘルスネットワークシステムが構成されている。すなわち、中央レベル（国

立保健医療施設）から省（Province）レベル、郡（District）レベル、村（Commune）レベルに至るシス
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テムである。省レベル以下の施設は各省における Provincial Health Departmentの監督下にある

が（Provincial Health Serviceと各行政レベルにおける人民委員会の保健部門より予算措置を受

けている）、保健省に従うことも義務づけられている。医療スタッフ数は省レベルまでは充足して

いるが、郡レベルでは不足している。

４－５　保健医療予算

1992年における保健衛生予算は国家予算の４％に相当する 670 Billion VND（１人当たり約 90

円）であったが、1997年には 4,499 Billion VND（約 450億円、１人当たり約 590円）に増加して

いる（国家予算の 5.8％）。予算の伸び率をみても、ヴィエトナム政府が保健医療サービス向上を

優先課題として実施している姿勢がうかがえる。国家より拠出される保健衛生予算のほか、保険

収入および国際機関や外国からの援助が財源となっている。

各病院における財源は所管政府からの予算配分、病院収益（一部政府に納入し、残りを病院予算

として使用できる）および保険収入からなっている。1997年における病院に関する統計によると、

所管政府からの配分予算、病院収益、保険収入の比は 58％、23％、19％である。

戦傷者、戦争による遺族、６歳以下の小児、貧困者、一部の少数民族に対する医療費は、原則

として無料である。

４－６　保険制度

保険医療制度が発足したのは1992年である。当初は公務員のみを対象としていたが、次第に一

般民衆にまで広がりつつある。加入者は原則として医療費が無料になるが（ＣＴスキャン検査や血

液透析などの高額特殊検査および治療は依然有料である）、給料の３～10％を保険料として納めて

いる。1997年現在、保険によりカバーされている者の数は 950万人であり（全国民の 12.4％）、年

間 1,400万人が保険診療を受けた。

４－７　保健医療従事者

1997年における医師数（６年制課程修了者）３万 4,001人、補助医師数４万 8,459人、看護婦数

４万 3,440人、助産婦数１万 3,042人である。医師の人口比は１：2,256人であり、途上国のなか

では高い水準にある（途上国平均 １：4,000～ 5,000、日本 １：600）。しかしながら、医師およ

びパラメディカルスタッフの地域偏在は著しく、ハノイなどの大都市では医師過剰状態である。

医療従事者の給料は低く（国立病院の中堅クラスの医師で月給 USD30～ 50）、生活のためには副業

を必要とするのが実状である。
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４－８　医育機関

1997年現在、６年制課程からなる医科大学は９校ある（うち１校は国防省管轄１）。

１学年の定員は200～ 400人である。このほか、３年生の中級医学校が12校あり、補助医師、看

護婦、助産婦を養成している。保健衛生行政官を養成する公衆衛生大学も２校設置されている。









































































































































































II.　実施協議調査団報告書
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１．実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ヴィエトナム社会主義共和国（以下、ヴィエトナム）では、保健医療新５カ年計画（1996～ 2000

年）が進行中であるが、そのなかで保健医療の質および保健医療ネットワークの改善が最重要課題

としてあげられており、これに基づき地方への裨益効果を前提とした基幹病院の整備が重視され

ている。

バックマイ病院は 1911年にフランスにより設立されて以来、内科系を中心としたトップレファ

ラルの総合病院としてヴィエトナム北部における住民の保健衛生に貢献してきた。同病院は診療

に加え、教育・研修、研究、地方の医療機関に対する指導等の使命を担っている。しかし、施設・

機材の老朽化、病床数の不足、職員のトレーニング不足、管理能力の不備等の問題のため十分な

機能が果たせない状態である。

このため、ヴィエトナム政府は、バックマイ病院の機能を向上させ、ヴィエトナム全体のトッ

プレファラルのひとつとして十分な機能を果たすようになることを目的とした技術協力をわが国

に要請してきた。

1999年３月の事前調査、1999年５～７月の短期調査により、本件協力の大枠について先方との

間で合意が得られた。

本調査においてはプロジェクトの実施に向け４．に述べる調査項目について調査、確認し、先

方との間で討議議事録（Ｒ／Ｄ）を締結することを目的とした。またあわせてプロジェクト開始前

に確認、調整を必要とする各分野の事項について補完的な調査を行った。

１－２　調査団の構成

担当 氏名 所　属

１．団　長　 田中　喜代史 国立国際医療センター国際医療協力局　局長

２．副団長　臨床 小堀　鴎一郎 国立国際医療センター　副院長

３．団　員　看護管理 鈴木　俊子 国立国際医療センター看護部　看護部長

４．団　員　地域医療 小原　博 国立国際医療センター　医師

５．団　員　病院情報管理 小出　大介 東京大学医学部附属病院中央医療情報部　文部教官助手

６．団　員　協力計画 山田　史子 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課　職員

７．団　員　業務調整 碇　　賢治 調整員（予定）

８．団　員　通訳 府川　福 （財）日本国際協力センター　研修監理員
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移動および業務

1 10月 14日 木 移動　成田→香港→ハノイ（団員 4、7、8）

2 10月 15日 金 ＪＩＣＡ事務所との打合せ、協議準備（4、7、8）

3 10月 16日 土 協議準備（団員 4、7、8）

4 10月 17日 日 団内打合せ（団員 4、7、8）

5 10月 18日 月 移動　成田→香港→ハノイ（団長、団員 2、3、5、6）

協議準備（団員 4、7、8）

6 10月 19日 火 日本国大使館、ＪＩＣＡ事務所表敬、バックマイ病院表敬

7 10月 20日 水 Ｒ／Ｄ協議

8 10月 21日 木 Ｒ／Ｄ協議

9 10月 22日 金 午前　病院内施設視察

午後　保健省にてＲ／Ｄ署名

10 10月 23日 土 移動　ハノイ→バンコック（団長）

移動　ハノイ→香港→成田（団員 2、3、5）

報告書作成準備（団員 4、6、7、8）

11 10月 24日 日 資料整理、生活調査

12 10月 25日 月 供与機材にかかる打合せ

13 10月 26日 火 供与機材にかかる打合せ、ＪＩＣＡ事務所報告

14 10月 27日 水 移動　ハノイ→香港→成田（団員 4、6、7、8）

１－４　主要面談者

（1）ヴィエトナム側関係者

1） 計画投資省（ＭＰＩ）

Ho Minh Chien Deputy Director,Department of Labor-Culture-Social Planning

Nguyen Xuan Tien Senior Expert,Foreign Economic Relations Department

2） 保健省（ＭＯＨ）

Trinh Bang Hop,M.D. Director,Department of International Cooperation

3） バックマイ病院

Dr.Prof.Tran Quy Director General

Dr.Nguyen Chi Phi Vice Director General（in charge of hospital management）

Dr.Tran Thi Thinh Vice Director General（in charge of Finance and Personnel）

Eng.Bui Thanh Chi Vice Director General（in charge of Maintenance Equipment
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and Construction）

Dr.Do Thi Khanh Huong International Cooperation Division

Ms.Nguyen Thi Huong International Cooperation Division

他各部長およびスタッフ

（2）日本側関係者

1） 在ヴィエトナム日本国大使館

宮原信孝 参事官

井村久行 書記官

2） 日本設計駐在事務所

平林俊夫 所長
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２．総括

（1）今回の実施協議調査団は 1999年３月に派遣された事前調査団およびその後実施された短期調

査によって、ヴィエトナムと日本との間でヴィエトナムバックマイ病院の機能を向上させ、

ヴィエトナムにおけるトップレファラル病院のひとつとして機能させ、さらにはバックマイ病

院の機能の向上を通じて北部ヴィエトナムの医療の向上に資することに狙いを置いた技術協力

プロジェクトを実施することについての双方の合意を得るために派遣されたものである。

（2）Ｒ／Ｄの協議については、調査団全員のヴィエトナム入りに先立ち、先発した調査団員によ

り事前にＲ／Ｄの内容が説明されており、日本側とヴィエトナム側との間で作成されたプロ

ジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ）をもとに技術協力に関する基本的な考え方について確

認を行うとともにＲ／Ｄの内容についての協議を行い、日本国内において確認したＲ／Ｄ案に

対し若干の修正は行ったが、大幅な修正もなく双方の合意が得られた。

（3）本プロジェクトの目標はバックマイ病院の機能を向上させることではあるが、このことを通

し、北部ヴィエトナムの医療の向上が図られるためにプロジェクト内容に含まれている地域医

療指導部（ＤＯＨＡ）の活動が十分機能することが最も大切なことであり、Ｒ／Ｄ協議の場では

この点について深い議論はできなかったが、Ｒ／Ｄ署名後、ヴィエトナムに引き続き滞在した

調査団のメンバーによってヴィエトナム側とＤＯＨＡについて意見交換が行われ、ＤＯＨＡ活

動の重要性が再確認され、この双方の共通の認識によりバックマイ病院が北部ヴィエトナムの

医療の向上に大きく貢献できるものと思われる。

（4）本プロジェクトを進めていくうえで、すでに終了したヴィエトナム国チョーライ病院プロ

ジェクトの経験と成果を活用していくことが効率的であり、重要なことと考える。また、この

プロジェクトは幅広い分野の技術協力が含まれており、多くの専門家の派遣も必要であること

から、プロジェクトの進捗状況を十分把握し、その状況によっては、技術移転分野の変更を要

する可能性もあり、適宜ＰＤＭの修正も必要になるものと思われる。

（5）今回の協議を通じヴィエトナム側のこのプロジェクトへの期待も大きいものがあることが感

じられ、プロジェクトに向けての取り組みへの熱意も強く感じられた。両国の努力により本プ

ロジェクトは多大な成果をあげ得ると考える。
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３．要約

３団員（小原、碇、府川）は団長ら一行に先立って 10月 14日にハノイに到着し、15日より調査

を開始した。この間（15、16、18日）は下記（1）を中心に調査を実施した。団長ら一行が到着後、

ヴィエトナム計画投資省、保健省、日本国大使館、ＪＩＣＡ事務所を表敬し、本プロジェクトお

よび本調査の概要につき説明した後、（2）（3）を実施した（19～ 22日）。団長らがヴィエトナムを

離れた後は上記３団員に加え協力計画団員が残り、（4）（5）（6）を実施した。

（1）ＰＤＭ、暫定実施計画（ＴＳＩ）の内容検討

すでに送付済みのＰＤＭ、ＴＳＩに従い、これらに関する概念および記載内容の概要を説

明した。ＰＤＭは事前調査時に実施したプロジェクトサイクルマネジメント（ＰＣＭ）ワーク

ショップ結果をもとに短期調査時に継続協議を行い、概略を形成した。それを本邦にて若干

修正し、バックマイ病院プロジェクトＰＤＭとして完成させた。

このＰＤＭは問題分析から出発してバックマイ病院側と日本側との共同作業により作成し

たものであり、双方の合意のもとに完成させた。本プロジェクトはこれを基盤に実施してい

くことを原則とすることで双方が改めて合意した。しかし、ＰＤＭの内容は変更不可能では

なく、今後実状に合わせ、双方の協議を経て適宜見直しを実施していく旨説明し賛同を得た。

ＰＤＭの内容については、ほとんど異議はなく（表現法に関するものが若干あった程度）、今

後目標達成に向けて努力することで合意した。

ＴＳＩについては、各線引きが専門家１人に対応するものではなく、１人の専門家が同時

にいくつかの活動を実施したり、リーダーや長期専門家が短期専門家の業務内容を補足する

ことやカウンターパートの日本における研修も含まれている旨を説明した。あわせて本

ＴＳＩについても適宜見直しを行うことを説明し、了解を得た。

（2）Ｒ／Ｄおよび Minutes文書についての内容検討・承認

ヴィエトナム側に事前に送付済みであるこれらの文書をもとに内容を説明しながら、質問

を受けた。

団長ら一行到着前の協議では Joint Coordinating Committee（合同調整委員会）メンバー

に保健省設備局長とバックマイ病院看護部長を加えることが病院側より提案されたが、最終

的決定は団長らが到着の後に行うことにした。合同調整委員会のメンバーについては団長ら

一行到着後、詳細な協議が行われ、最終的に決着した。概要は以下のとおりである。
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1） バックマイ病院長を委員長とする。

2） 保健省のメンバー：国際協力局は局長、それ以外の部署（治療局、計画局、科学研修局、

設備局）については Expertをメンバーとする（設備局 Expertを新たに加えた）。

3） バックマイ病院のメンバー：副院長、総合企画部長、ＤＯＨＡ部長、機材部長、財務

部長のほか、看護部長をメンバーに加える。

4） ＭＰＩ関係者はメンバーに含めない。

Ｒ／Ｄの ANNEX IV 「税にかかる特恵事項」 の記述について、「ヴィエトナム国の法規に

従い」という一文を加筆してほしいとの要望があり、協議後、以下の記載に変更することで合

意した。

1） 協議議事録（Ｍ／Ｍ）中、上記項目の a）、b）を Annex IVの２項目の内容にそれぞれ置

き換える。

2） Ｒ／Ｄの本文中、Ⅲ－３ .の特恵事項の“…in ANNEX IV”を“in ANNEX IV and the

Minutes of Meetings（Ｍ／Ｍ）”とする。

協議を経た後、日本側が作成したＲ／Ｄおよび Minutes文書内容に関し最終的合意に至り、

予定どおり 10月 22日午後３時 30分、保健省において署名を行った。

（3）病院内視察

技術協力の対象となる部署を中心に病院内主要部署を視察し、適宜関係者と質疑応答を

行った。無償資金協力プロジェクトで建設中の建物についても視察し、工事進捗状況（ほぼ予

定どおり進捗）、各部屋の概況等につき情報を得た。

（4）協力内容に関する討議

ＰＤＭの概要をバックマイ病院側に説明し理解を得るとともに、目標達成に向け努力する

ことを促した。本プロジェクトでは三次医療機関としての基盤構築に必要な技術指導のほか、

基本的手技、教育研修内容の充実など基礎的事項の充実も重視している。さらに地域への貢

献を重視しているのが大きな特徴であるため、ＤＯＨＡおよび関連分野における熱意・協調・

努力の重要性を再認識した。

ＤＯＨＡ活動および各分野における教育研修機能を充実させ、効果的に実施していく方策

について協議した結果、Information,education and communication（ＩＥＣ）の専門家によ

る指導が大きな効果を生むとの見解に至り、ヴィエトナム側よりＩＥＣ専門家派遣が強く要

望された。さらにＤＯＨＡの基盤が構築されたころより、公衆衛生の専門家も加わること

が目標達成上不可欠であるとの意見がヴィエトナム側より出され、強い賛同を得た。日本側

派遣の専門家とヴィエトナム側カウンターパートの共同作業、合同調整委員会を通じて関係
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機関からの支援を得ることにより、プロジェクトを計画的かつ効率よく実施し、大きな裨益

効果をめざすことで双方の意見が一致した。

1999年度に技術協力を開始する部署のうち、総合企画部、小児科、消化器内科、ＤＯＨＡ

の部長または副部長と個別に会合を行い、ＰＤＭに沿って概要を説明し、準備を促した。成

果を測る指標についても協力開始時より開始して、期間中モニタリングを実施するよう説明

し、同意を得た。

（5）技術協力開始までに必要な手続き等に関する指導

プロジェクト開始に向け必要な諸手続き（A1、A2・A3、A4 Forms作成など）に関する指導を

行った。A4 Form作成指導に当たり、1999年度予算で供与予定機材の内容に関する説明を行

い（概要については短期調査時に合意済み。その後、数量に関し修正があった）、最終的合意

を得た。プロジェクト開始までに専門家スタッフルームを用意することを再度確認した。

（6）1999年度カウンターパート研修に関する説明

1999年 10月 27日より 12月２日まで実施が予定されているカウンターパート研修の研修員

３名（教育・科学委員会会長、ＤＯＨＡ部長、看護部長）と面談を実施し、研修の概要・留意

点・日本の医療事情等について説明した後、質疑応答を行った。
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４．討議議事録等の訳文

別添Ⅰ．マスタープラン

Ⅰ．プロジェクトの目的

１．上位目標

ヴィエトナム北部の医療サービスが向上する。

２．目標

バックマイ病院において医療サービスの質が改善する。

Ⅱ．主なプロジェクトの成果と活動

１．プロジェクトの成果

（1）病院の企画管理が改善される。

（2）病院情報管理が改善される。

（3）医療機器機材管理が改善される。

（4）臨床スタッフの質が向上する。

（5）診療技術が改善される。

（6）臨床検査室管理が改善される。

（7）トータル看護ケアが向上する。

（8）地域医療指導部の活動が効率的に機能する。

２．プロジェクトの活動

成果１－（1）に対し：

（1）専門家は病院企画に参画し助言を与える。

（2）研修カリキュラムと設備を改善する。

（3）病院管理技術をスタッフに訓練する。

成果１－（2）に対し：

（1）病歴フォームを改善する。

（2）重要部署に病院情報システムを導入する。

（3）データベースの管理方法を指導する。

成果１－（3）に対し：

（1）スペアパーツの入手方法を改善する。

（2）機材保守管理要員に訓練を行う。

（3）機材の共同使用と中央化を進める。
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成果１－（4）に対し：

（1）症例検討会・勉強会等の内容を充実させる。

（2）卒後研修カリキュラムを整備する。

（3）マニュアル（または教科書）を作成する。

成果１－（5）に対し：

（1）基本手技を充実させる。

（2）診療技術を移転する。

（3）検査技術を向上させる。

成果１－（6）に対し：

（1）専門家は精度管理技術をカウンターパートに移転する。

（2）検査記録・報告システムを改善する。

（3）組織、機材配置を適正化する。

成果１－（7）に対し：

（1）看護婦の研修プログラムと再教育プログラムを見直し、改善する。

（2）看護ケアに関する指導を実施する。

（3）看護ケアの症例検討会を充実させる。

成果１－（8）に対し：

（1）バックマイ病院にて地域医療施設スタッフを対象とした研修会を実施する。

（2）対象地域の医療情報収集システムを築く。

（3）バックマイ病院の関連部署との連絡協調体制を築く。

別添Ⅱ．日本人専門家

１．長期専門家

（1）チーフアドバイザー

（2）プロジェクト管理・調整

（3）看護管理

（4）機材管理

（5）その他（相互合意のもと必要に応じて）

２．短期専門家

（1）病院管理

（2）看護管理

（3）臨床医学
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（4）その他（相互合意のもと必要に応じて）

別添Ⅲ．機材リスト

１．病院管理用機材

２．研修活動用機材

３．臨床医学用機材

４．車両およびプロジェクトの実施に必要なスペアパーツ

５．その他（相互合意のもと必要に応じて）

別添Ⅳ．特権、特恵免除

１．ヴィエトナム社会主義共和国政府は取得税および海外送金された手当てに関連するいかなる

種類の課金も免除する。

２．ヴィエトナム社会主義共和国政府は日本人専門家とその家族の私財および日本人専門家の活

動に関連する機器・機材の輸入にかかる関税を免除する。

別添Ⅴ．ヴィエトナム側カウンターパートおよび管理要員

１．プロジェクトディレクター

２．プロジェクトマネジャー

３．他の技術カウンターパート

４．他の庶務スタッフおよび秘書を含めた支援要員

（相互合意のもと必要に応じて）

別添Ⅵ．建物および設備

１．プロジェクト活動用の十分なスペース

２．日本人専門家用のオフィスと他の必要な設備

３．電気、ガス、水道、下水システム、電話の設備およびプロジェクトの活動に必要な家具

４．他の設備（相互合意のもと必要に応じて）
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別添Ⅶ．合同調整委員会

１．機能

合同調整委員会は少なくとも年に１回、必要に応じて開催される。

内容

（1）討議議事録のフレームワークに従って計画された暫定実施計画に沿って、プロジェクト

の年次計画を見直し、認定する。

（2）プロジェクトの進捗状況をモニターする。

（3）プロジェクトの活動を評価する。

（4）プロジェクトに関連する重要事項を協議する。

２．構成

（1）議長：バックマイ病院長

（2）メンバー：

ヴィエトナム側

保健省国際協力局長

保健省治療局専門官

保健省設備局専門官

保健省計画局専門官

保健省科学研修局専門官

バックマイ病院副院長

バックマイ病院総合企画部長

バックマイ病院地域医療指導部長

バックマイ病院医療機材部長

バックマイ病院財務部長

バックマイ病院看護部長

日本側

チーフアドバイザー

プロジェクト調整員

専門家

ＪＩＣＡヴィエトナム事務所長

ＪＩＣＡより派遣されるプロジェクト関係者

注：オブザーバーとして日本国大使館員が合同調整委員会に出席する。
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バックマイ病院プロジェクトＰＤＭ

プロジェクト要約（Narrative Summary） 指標（Objective verifiable indicators） 指標データ入手手段 外部条件（Assumptions）

上位目標（Overall Goal）
ヴィエトナム北部の医療サービスが改
善する

プロジェクト目標（Project Purpose）
バックマイ病院において医療サービス
の質が改善する

成果（Outputs）
１．病院管理
１－１ 企画管理能力が改善される＊
１－２ 病院情報システムが改善される＊
１－３ 機材管理が改善される＊
１－４ 財務管理が改善される
１－５ 薬剤管理が適切になされる
２．臨床医学
２－１ 消化器内科診療技術が向上する＊
２－２ 救急／ＩＣＵ診療技術が向上

する＊
２－３ 小児科診療技術が向上する＊
２－４ 外科（消化器）診療技術が向上

する
２－５ 腎臓内科診療技術が向上する
２－６ 呼吸器内科診療技術が向上する
２－７ 熱帯病・感染症科診療技術が

向上する
２－８ 循環器科診療技術が向上する
２－９ 神経内科診療技術が向上する
２－10 糖尿病診療技術が向上する
３．看護
３－１ 看護管理・業務が改善される＊
３－２ 看護学校との協力における研

修機能が改善される
４．検査
４－１ 検査室管理・検査技術が改善

される＊
５．地域医療
５－１ 地域医療指導が効率よく機能

する＊

ヴィエトナム北部の病院にてバックマイ病院で研修を受けた医療従事者数
地域病院における各種診断手技数、紹介患者数、研修会開催数

ヴィエトナム北部地域から三次医療を目的とした紹介患者数
バックマイ病院における患者の満足度

平均入院日数、外来患者数、Diploma取得者数、図書館利用者数
病歴情報の活用者数、データ紹介依頼数、コンピュータOperator数、紛失病歴
医療機材稼働率、点検機材総数、修理成功率
病床当たり年間平均収入、職員１人当たり平均収入、未回収診療費回収率
期限切れ薬剤数量、院内感染事故発生数

診断、治療技術向上による死亡率・合併症の低下
各種診断手技数、各種診断法に対する紹介患者数、確定診断率

各種診断手技を実施できるスタッフ数、誤診率
発表論文数、研究発表数

研修員受入数、研修会数、抄読会数、カンファレンス数
治癒率、合併症率
入院後24時間死亡率（２－２）

手術後48時間死亡率、手術待機期間（２－４）

看護ケア試験の点数、医療機材を活用できる看護婦数
看護における研修会数

外部からの検査依頼数、検査総数、再検査率、精度管理の成績

地方からの紹介患者数、地方からの紹介患者に対する回答数
研修会実施数・受講者数、地方派遣スタッフ数
研修を受けた病院における新技術普及度

ＤＯＨＡ年報、総合企画部資料
重点地域病院における医療統計

ＤＯＨＡ年報、総合企画部資料
患者満足度調査

総合企画部および管理部
門各部の記録

臨床部門各部の記録
総合企画部資料

看護ケア試験
看護部記録

臨床検査部記録

ＤＯＨＡ年報
総合企画部資料

１ 政府の政策に変更がない
２ ＤＯＨＡ業務が滞らない

１ 財源を継続的に確保可能
２ 保健省のバックマイ病院改善

計画が予定どおり行われる

１ 技術移転の対象となったス
タッフが引き続きバックマ
イ病院で勤務する

２ 無償資金協力プロジェクト
が予定どおり行われる

＊特に重点を置く。　ＤＯＨＡ：地域医療指導部。　ＨＩＳ：Hospital Information System
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活動（Activities） 活動（Activities） 外部条件（Assumptions）

１－１－１ 病院企画に参画し助言を与える
１－１－２ 病院組織を適切にする
１－１－３ 図書館機能を改善する
１－１－４ 研修プログラムを改善する
１－１－５ 人事スタッフを訓練する
１－１－６ 院内感染対策マニュアルを作成する
１－１－７ 院内感染対策委員会を設置する
１－１－８ Coordinating Committeeを適切に運営する

１－２－１ 疾病の分類方法を改善する
１－２－２ 病歴フォームを改善する
１－２－３ データベースを再構築する
１－２－４ 重要部署にＨＩＳを導入する
１－２－５ データベースの管理方法を指導する
１－２－６ ＨＩＳの効率よい運営法を指導する

１－３－１ スペアパーツの入手方法を改善する
１－３－２ 機材保守管理委員（エンジニア等）に訓練を行う
１－３－３ コンピュータによる適切な機材管理法を指導する
１－３－４ 機材管理の中央化を進める
１－３－５ 新たな製品についての情報を更新する
１－３－６ 機材購入計画について助言を与える

１－４－１ 財務計画、モニタリング、分析、コンピュータ利
用についてスタッフを訓練する

１－５－１ 薬剤購入、保存、利用状況を適切にモニターする

２－１－１ 消化器内科基本手技を充実させる
２－１－２ 消化器内科診療技術を移転する

（特に内視鏡、ＥＲＣＰ、超音波）
２－１－３ 症例検討会・勉強会等の内容を充実させる
２－１－４ 卒後研修カリキュラムを整備する
２－１－５ 研修（卒後・地域医療）を実施する
２－１－６ マニュアル（または教科書）を作成する
２－１－７ 臨床研究活動を充実させる

２－１－８ 消化器疾患セミナーを開催する

２－２－１ 救急医学／ＩＣＵに関する基本手技を充実させる
２－２－２ 診療技術を移転する

（特に急性腎不全に対する治療、救急医学におけ
る内視鏡・超音波診断治療技術）

２－２－３ 症例検討会・勉強会等の内容を充実させる
２－２－４ 卒後研修カリキュラムを整備する
２－２－５ 研修（卒後・地域医療）を実施する
２－２－６ マニュアル（または教科書）を作成する
２－２－７ 臨床研究活動を充実させる
２－２－８ 消化器疾患セミナーを開催する

２－３－１ 小児科基本手技を充実させる
２－３－２ 小児科診療技術を移転する

（特に呼吸器感染症の診断治療、超音波検査、
ＩＣＵ）

２－３－３ 症例検討会・勉強会等の内容を充実させる
２－３－４ 卒後研修カリキュラムを整備する
２－３－５ 研修（卒後・地域医療）を実施する
２－３－６ マニュアル（または教科書）を作成する
２－３－７ 臨床研究活動を充実させる
２－３－８ 小児疾患セミナーを開催する
２－３－９ 病棟運営を適切にする

２－４－１ 消化器外科基本手技を充実させる
２－４－２ 消化器外科診療技術を移転する

（特に内視鏡・腹腔鏡手術法、麻酔法）
２－４－３ 症例検討会・勉強会等の内容を充実させる
２－４－４ 卒後研修カリキュラムを整備する
２－４－５ 研修（卒後・地域医療）を実施する
２－４－６ 感染防御、清潔操作を改善する
２－４－７ 臨床研究活動を充実させる
２－４－８ 消化器疾患セミナーを開催する
２－４－９ 病棟、手術室運営を適切にする

１ カウンターパートのプロジェクトに対す
る熱意が大きい

２ プロジェクトの趣旨が病院スタッフ全体
に伝わる

３ バックマイ病院がプロジェクトにおいて
分担した役割を果たす

４ バックマイ病院スタッフの英語力が向上
する

５ 通関、輸送の手続きに遅れがない

６ 地域病院がプロジェクトの趣旨をよく理
解する
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２－５－１ 腎・泌尿器科基本手技を充実させる
２－５－２ 腎・泌尿器科診療技術を移転する

（特に腹膜透析術、腎生検、画像診
断、膀胱鏡）

２－５－３ 慢性腎不全に対する食事療法の基
盤をつくる

２－５－４ 症例検討会・勉強会等の内容を充
実させる

２－５－５ 卒後研修カリキュラムを整備する
２－５－６ 研修（卒後・地域医療）を実施する

２－６－１ 呼吸器内科基本手技を充実させる
２－６－２ 呼吸器内科診療技術を移転する

（特に気管支鏡、呼吸機能検査、感
染症）

２－６－３ 症例検討会・勉強会等の内容を充
実させる

２－７－１ 感染症・熱帯病科診療技術を移転
する
（特にＩＣＵ、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、
ウイルス性肝炎）

２－７－２ 症例検討会・勉強会等の内容を充
実させる

２－７－３ 研修（卒後・地域医療）を実施する
２－７－４ 感染症・熱帯病セミナーを開催する
２－７－５ 感染症対策に適切な助言を与える

２－８－１ 循環器内科診療技術を移転する
（特に超音波検査、Stress Test）

２－８－２ 症例検討会・勉強会等の内容を充
実させる

２－８－３ 研修（卒後・地域医療）を実施する
２－８－５ 循環器疾患セミナーを開催する

２－９－１ 神経内科診療技術を移転する
（特に脳波、筋電図、アンジオ画像
による診断）

２－９－２ 症例検討会・勉強会等の内容を充
実させる

２－９－３ 卒後研修カリキュラムを整備する
２－９－４ 最新情報を充実させる（特に代謝

性疾患、パーキンソン病、アルツハ
イマー病）

活動（Activities） 活動（Activities） 投入（Inputs） 外部条件（Assumptions）

２－10－１ 糖尿病診療技術を移転する
（特に診断、患者管理）

２－10－２ 症例検討会・勉強会等を充実させる

３－１－１ 看護管理のための施設を改善する
３－１－２ 看護婦の再教育プログラムを見直

す
３－１－３ 看護婦配置状況の把握・再配置方

法を見直す
３－１－４ 基本的看護技術の指導を実施する
３－１－５ 看護記録法を改善する
３－１－６ 混合病棟業務について指導する
３－１－７ 看護マニュアルを作成する
３－１－８ 症例検討会を充実させる

３－２－１ 研修プログラムを改善する
３－２－２ 研修機材を改善する

４－１－１ 組織、機材配置を適正化する
４－１－２ 精度管理技術を移転する
４－１－３ 運営、人事管理を適切にする
４－１－４ 機材の管理技術を指導する
４－１－５ 検査記録、報告システムを改善する
４－１－６ 検査技術を向上させる

優先度１；生化学
優先度２；微生物、血液、病理、放
射線検査

４－１－７ 検査室マニュアルを作成する

５－１－１ ＤＯＨＡスタッフに対し、基本的
技術を指導する

５－１－２ ＤＯＨＡ活動に必要な設備を整備
する

５－１－３ バックマイ病院にて研修会を実施
する

５－１－４ 対象地域の医療情報収集を適正化
する

５－１－５ Referral Caseの受け入れ、回答を
適正化する

５－１－６ 関連部署との連絡協調体制を築く
５－１－７ 研修カリキュラムを作成する
５－１－８ 地域医療セミナーを開催する

［日本側］

１ 専門家派遣
１－ａ 長期専門家

チーフアドバイザー
調整員
看護管理
機材保守管理

１－ｂ 短期専門家
医療情報管理
病歴管理、財務管理
薬剤管理
消化器内科、小児科
救急・ＩＣＵ、消化器
外科
呼吸器内科、感染症科
循環器内科、神経内科
腎臓内科、糖尿病科
看護管理
検査室管理
地域医療指導

２ カウンターパート研修
３ 機材供与
４ 中堅技術者研修

［ヴィエトナム側］

１ カウンターパートを配置す
る

２ オフィスを提供する
３ ランニングコストを負担す
る

４ 機材をメンテナンスする
５ 免税措置を講ずる

１ カウンターパートのプロジェク
トに対する熱意が大きい

２ プロジェクトの趣旨が病院ス
タッフ全体に伝わる

３ バックマイ病院がプロジェクト
において分担した役割を果たす

４ バックマイ病院スタッフの英語
力が向上する

５ 通関、輸送の手続きに遅れがな
い

６ 地域病院がプロジェクトの趣旨
をよく理解する

前提条件（Preconditions）

１ 保健省がプロジェクトを支援す
る
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５．プロジェクト実施上の留意点

５－１　実施体制

５－１－１　臨床医学

（1）各部署との協力実施に先立ち、カウンターパート－専門家－チームリーダー間で十分な

打合せを行うことが大切である。あわせて協力の成果を測る指標についても検討し、技術

協力期間中モニタリングに努める。

（2）特定の技術を移転するだけでなく、基本手技、症例検討会・勉強会、研修カリキュラム

の充実などにも努める。

（3）ＤＯＨＡとの協調のもとに地域に対し最大限の裨益効果を上げることをめざす。

（4）無償資金協力で建設中の建物に機材が搬入されるに先立ち、機材適性配置や看護管理シ

ステムに合致したナースステーションの構造などについて検討し、適正な運営を図る。

５－１－２　病院管理

（1）病院情報システム（ＨＩＳ）に関しては、医療および情報技術に詳しいメンバーから構成

される中央医療情報部（７名以上：部長１名、副部長１名、System engineer２名、Operator

２名、事務１名）を設置し、そこの責任のもと開発・管理を行う必要がある。

（2）カルテ管理も同様に利用しやすいカルテ室を設置し、室長以下運営可能な人員が常駐し、

カルテの管理を行う。

（3）ＨＩＳおよびカルテ管理に関するカウンターパート研修を実施する。

（4）ＨＩＳ導入に関しては、利用者の研修を十分に行い、またトラブル対応のマニュアルを

作成のうえ、リハーサルを十分に行う。

（5）技術協力においても最小限の機器なくしてはその実行が不可能であるため、予算が許す

限りにおいて、機器の導入も検討される必要がある。しかし、その費用すべてを日本が負

担するのではなく、バックマイ病院側にも費用負担の努力をしてもらう。また、年度ごと

に成果の達成度を評価し、計画の修正も必要であれば行う。

５－１－３　看護管理

（1）適切な看護部の体制およびプロジェクト実施体制を構築する。

（2）これまでの調査結果に基づき、年度単位で実施計画を作成する（双方の合意のもとに）。

（3）病院組織における看護部の位置づけを明確にし、新病棟の移転計画に参画する体制を構

築する。
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（4）病院の方針を看護婦長会議等を活用して効果的に伝達する体制を構築する。

（5）必要に応じて短期専門家派遣やカウンターパート研修により意識づけや達成目標を確認

する体制を構築する。

（6）ＤＯＨＡ業務へ看護部が効果的に参画する体制を構築する。

５－２　実施計画

５－２－１　臨床医学

（1）臨床医学分野における技術協力実施計画はＰＣＭおよびＴＳＩに基づいて実施すること

を原則とする。

（2）専門家派遣による指導のほかカウンターパート研修、セミナー開催により技術移転を行

う。カウンターパート研修の期間は数カ月～１年が望ましく、学んだ技術を帰国後活用す

るとともに他のスタッフにも伝授することを強く求める。

（3）技術協力対象部署および協力の重点度は以下のとおりである（Grade１が重点度が最も高

い）。

Grade１：消化器内科、救急・ＩＣＵ、小児科

Grade２：外科（消化器）、腎臓内科、呼吸器内科

Grade３：感染症・熱帯病科、循環器内科、神経内科、糖尿病科

（4）チョーライ病院プロジェクトの成果・教訓を極力本プロジェクトに活用することが肝要

である。同病院には優れた技術を有したスタッフがおり、これらの人材を活用することを

考慮すべきである（例：内視鏡技術の一部に関し、指導を受けることが可能と思われる）。

５－２－２　病院管理

（1）第一段階：病院管理実態の把握

（2）第二段階：改善に向けたコンセプトの形成

（情報整理方法の指導、重点場所からの小規模ＨＩＳ導入など）

（3）第三段階：コンセプトに沿った基本的実施・指導

（情報整理方法の指導、重点場所からの小規模ＨＩＳ導入など）

（4）第四段階：基本実施を発展させた詳細な実施・指導

（利用者への指導、ＨＩＳの発展、データベース化など）

（5）第五段階：恒常的な運用に向けた指導および評価

初年度は外来に小規模ＨＩＳを導入し、基本的技術を指導する予定である。その後経過

をみながら、他の重点部署への導入と指導を計画し実施する。
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５－２－３　看護管理

（1）1999年度

・新病棟移転に先立ち準備委員会を設置し、物品等の配置、病棟立ち上げ計画等につき検

討する。

・新病棟、旧病棟における看護部の運営が乖離しないような体制をつくる。

・チーム医療の考え方を定着させるとともに他部署との協力体制を築く。

（2）2000年度

・教育委員会を設置する。これにより看護の基本や強化すべきことを明確にし、院内教育

プログラムの立案・改善を行う（的確な観察、適切・的確な技術、臨床医学のプログラム

と連動した臨床看護、医療機器の取り扱い等）。

・看護学生研修体制を整備する。

・セミナー、臨床研修などを通しヴィエトナム北部の医療に貢献する。

（3）2001年度

・看護業務の整理と改善（看護業務および看護婦配置の見直し）を行う。

・院内教育を実施する。

・看護婦長会の目的を明確化し、活動を強化する。

（4）2002年度

・看護の質（看護の提供が的確か）向上について確認する。

（5）2003年度

・プロジェクト目標達成状況を評価する。

・強化・補足すべきことを実施し、技術協力の総まとめを行う。





附　属　資　料

①　討議議事録等

②　病院外観（完工後）およびサイト・レイアウト
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